
別紙様式１－3（平成19年度承認計画用）

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析

①　地方債現在高
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（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況

　通常の建設事業の地方債発行額については目標値設定時に年間6億程度を見込んでいたが、各年度それを下回る額に抑制できている。橋りょう・公園等長
寿命化計画についてはH21までに点検を終了し、H22年度（一部23年度）に策定予定という段階である。こういった計画は短期での効果が現われにくいが、将来
的な事業更新コストの縮減に繋がるよう各事業分野毎に引き続き推進していきたい。また目標値自体かなり厳しい設定で最低限の事業としている上、社会的な
景気対策・安全安心に対する要請もあり、これ以上の短期的な事業の縮減、先延ばしは非常に困難であるが引き続き、事業の精査・見直しに努めていきたい。
　臨時財政対策債については、行財政改革の取組みにより人件費を中心とした経費の削減を行うことで、不況による税収減にもかかわらず財源を確保し、H19
～21で253,903千円の発行抑制を図っているところである。H19で458,327千であった振替額がH22で1,069,870千と6億以上増加しており、厳しい状況であるが引
き続き抑制に努めていきたい。

　通常（やむを得ない事情に計上した以外のもの）の建設事業については各施設の長寿命化計画に沿った効果的な修繕を行い、耐用年数の延長による大規模
改修・建替工事の抑制を図る。同時に実施計画の精査・見直し等を常に行い、効率的かつ最低限で事業を実施することで、地方債発行縮小に努める。
　また今後はより一層の行財政改革、特に業務の民間委託の推進等に取り組み、経常的経費削減で収支をさらに改善し、臨時財政対策債の発行の抑制に努
めるなど、やむを得ない事情に計上した市債についても極力残高の改善を行っていく。

　普通交付税の臨時財政対策債振替額が急増したこと、また景気悪化による税収減等で見込んでいた借入抑制が困難であることにより、臨時財政対策債が増
加。
　　H19　400,000千【458,327千】　H20　400,000千【429,292千】　H21　500,000千【666,284千】　H22　1,000,000千【1,069,870千】　　H23　800,000千【1,000,000千】
　　※数字は借入（見込）額で【】内は振替（見込）額、計画策定時はH21以降借入見込300,000千程度
　国の補正予算による事業の前倒し施行により補正予算債及び関連単独債が増加。
　　H20　中学校屋内運動場建設　216百万　H21　下松スポーツ公園建設等　116百万　H22　小学校屋内運動場建設等　341百万
　災害の発生による災害復旧事業債等が増加。
　　H20　6百万　H21　22百万　H22　6百万
　耐震性がないと診断された図書館及び老朽化した中央公民館を解体し、複合施設に建替える市民交流拠点施設建設事業により建設事業債が増加。景気対
策として地域活性化・公共投資臨時交付金も活用する。
　　H22　164百万円　H23　739百万円



別紙様式１－4（平成19年度承認計画用）

②　実質公債費比率

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析
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（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況



別紙様式１－５

③　職員数

（ⅰ）推移表

（ⅱ）要因分析
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（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況



別紙様式１－6（平成19年度承認計画用）

④　改善額

（ⅰ）推移表 （単位：百万円）

（ⅱ）要因分析
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（ⅲ）実績（見込）値が計画目標値に届かない理由及びやむを得ない事情についての検討事項

（ⅳ）改善に向けた取組及び今後の見通し

（ⅴ）改善方針の進捗状況

　景気対策関連（上記国の施策等）の事業実施の影響から、平成21年度決算において行政管理経費（物件費）が計画を上回ったため目標値を下回った。
　
　景気対策関連内容
　　地域活性化・生活対策臨時交付金事業　　教育施設地上デジタル放送機器整備事業　11,535千
　　地域活性化・経済危機対策臨時交付金　　市域図作成事業等　62,585千
　　学校情報通信技術環境整備事業　　　　　　市内小中学校コンピュータ購入等　　39,414千
　　定額給付金支給事業　　　　　　　　　　　　　　支給事務　12,063千
　　緊急雇用創出事業　　　　　　　　　　　　　　　くだまつ観光・産業交流センター設置等　32,999千

　行政改革の推進により人件費は着実に減となっている。物件費については景気対策関連事業が今後も予想されるが、経常的な歳出の抑制に努めていきたい。
　現状でいけば目標達成は充分可能であり、また景気対策関連経費を省けば間違いなく達成できる状況である。


	1-2hutuukaikeisikkoujoukyou21.pdf
	3-4hutuukaikeisikkoujoukyou21
	5-6hutuukaikeisikkoujoukyou21
	7-8hutuukaikeisikkoujoukyou21

